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第1部門蓄積率の先行性再論
高　　木 彰
　　　　　　　　　　　　　　　　（一）
　『資本論』第2部面3編「社会的総資本の再生産と流通」の第21章におい
て，マルクスは，蓄積過程の表式的表示を試みているが，そこでマルクスが
最初にとりあげたのは，次の再生産表式である。
鵬：：澱：螺＝：：：：｝1・52（K。p．一、．5、劣
　この表式に依拠して，マルクスは，再生産と蓄積の問題について次のよう
な検討をおこなっている。
　「工でも皿でも剰余価値の半分は収入として支出されないで蓄積されると
いうこと，すなわち追加資本の要素に転化されるということを前提しよう。
1000　1　Mの半分500はどんな形かで蓄積され，追加貨幣資本として投下され
るのだから，すなわち追加生産資本に転化されるのだから，ただ（1000V＋
500M）1だけが収入として支出される。したがってここでは皿Cの正常な大
きさとして現れるのもやはり150Qだけである。……
　そこで，ここでまだ研究のために残っているのは，ただ5QO工Mと（376V
＋376M）皿だけであって，一方では工とIIIとのそれぞれの内部関係が考察さ
れ，他方では両部門間の運動が考察されるかぎりで，それら歩研究されるの
である。五でもやはり剥余価値の半分は蓄積されるということが前提されて
いるのだから，IIIでは188が資本に転化されることになり，そのうち四分の
一の47が可変資本で，これを概数で48とすれば，残りの140が不変資本に転
　（1）K：，Marx，　ttDas　KapitaP’．　Band］工．　Dietz　Verlag．　P。512．マルクス・エンゲ
　　ルス全集刊行委員会訳r資本論』国民文庫版（7）259ページ，1963年，大月書店。以
　　下，『資本論』からの引用は，本文中に原書頁のみを記すことにした。
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化されることになる。」　（Kap．　Ir・513）
　ここで，第2部門の剰余価値JMのうち蓄積される部分の可変資本と不変
資本の分割比率について，188の「四分の一」が可変資本に転化するとされ
ているが，資本の有機的構成が不変であるとすれば，その分割比率は「五分
の一」でなければならない。従って，ここでのマルクスの叙述は，蓄積され
る剰余価値188のうち，38が可変資本に，150が不変資本に転化されるものと
して修正されねばならないのである。
　次いで，マルクスは，第2部門の剰余価値のうち，不変資本に転化される
べき部分の購入について次のように述べている。
　「140皿M（正しくは150■M……引用者）は，ただ，商品工Mのうちのそ
れと同じ価値額の一回分と置き換えられることによってのみ，生産資本に転
化されることができる。……この置き換えは，ただ■の側の一方的な買いに
よってのみ行なわれうる。なぜならば，まだこれから考察される剰余生産物
500工Mは全部工のなかで蓄積に役だつべきものであり，したがって∬の商
品とは交換されえないからである。言い換えれば，それは，1によって蓄積
されると同時に食ってしまわれることはできないからである。そこで，皿は
1401Mを現金で買わなければならないが，そのあとで皿の商品が1に売ら
れることによってこの貨幣が皿に還流することにはならないであろう。しか
も，これは，毎年の新たな生産ごとに，その生産が拡大された規模での再生
産であるかぎり，絶えずくり返される過程なのであ多。そのための貨幣源泉
はlrのどこでわき出るのか？」　（Kap．］1・513～4）
　この第2部門の追加不変資本購入のために必要な貨幣の源泉はどこかとい
う問題は，普通の見解にとっては奇妙なことに見える「一つの新しい問題」
とされるものである。マルクスが新たな貨幣資本の形成の契機として想定す
るのは，貨幣を流通から引きあげることであるが，それは二つの方法によっ
てのみ可能であるとしている。
　「その一つは，皿の資本家の一回分が他の部分をだましてうまうまと貨幣
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を取り上げてしまうことである。……もう一つの道は，■Mのうちで生活必
需品で表わされる部分が部門1［［のなかで直接に新たな可変資本に転化される
ことである。」　（Kap．1［［・516）
　第一の方法は，理論的には全く問題にならないが，第二の方法については
第21章第4節で再び次のように言及されている。
　「追加可変貨幣資本はたしかにまず第一に追加労働力に支出される。しか
し，この労働力は，いま貨幣蓄蔵をやっている労働者用追加消費手段の所有
者から，生活手段を買う。この所有者たちの貨幣蓄蔵の程度に比例して，貨
幣は彼らの手から出発点に帰ってこないで，彼らが貨幣を積み立てるのであ
る。1　（Kap．1［。529）
　ここでの文意はかならずしも明確ではないが，マルクスが第2部門の蓄積
に際して想定していることは，　「一方のものはまだ貨幣蓄蔵の段階にあっ
て，買うことなしに売り，他方のものは再生産の現実め拡大の点に達してい
て，売ることなしに買う」　（Kap．　U・529）という，第1部門における不変
資本の蓄積の考察に際して想定されていたことと同じであるといえよう。
　これに関連してマルクスは，金生産部門の想定の下に貨幣源泉の問題につ
いて次のように言及している。
　「皿にとっての本源的な貨幣源泉は，ll　Cの一部分と交換される1の金生
産のV＋Mである。金の生産者が剰余価値を積み立てるか，またはそれを1
の生産する生産手段に転化して自分の生産を拡張するかぎりでのみ，彼のV
＋Mは1［［にはいって行かない。他方，金生産者自身の側での貨幣の蓄積が結
局は拡大再生産をもたらすかぎりでは，金生産の剰余価値のうち収入として
支出されない部分は，金生産者の追加可変資本として皿にはいり，そこで新
たな貨幣蓄蔵をうながすか，または，直接に再び1に売ることなしに工から
買うための新だな手段を与える。この金生産の1（V＋M）から出てくる貨
幣のうちから，11のある種の生産部門によって原料などとして，要するにそ
め不変資本の補垣要素として，使用される金部分が引き去られる。」（Kap．
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」　’　528rt”　9）
　ここでマルクスは金生産部門の蓄積部分に，第2部門の拡大再生産のため
の貨幣源泉を求めているのであるが，蓄積と拡大再生産の表式的叙述に際し
て惹起される貨幣源泉はいっこかという問題は，マルクス自身が第1部門の
不変資本あ蓄積の考察に際して，結論として指摘したごとく，全くの「外観
上の困難」　（Kap．五・497）にすぎないものである。資本家階級を全体とし
て見れば，　「資本家階級は自分の剰余価値の実現のために（または不変も可
変も含めての自分の資本の流通のためにも）自分で貨幣を流通に投ずるより
ほかはない」　（Kap．丑：・424）ということは，　「全機構の必然的な条件」
（Kap．．皿・424）として現れるものなのである。
　かくて貨幣源泉の問題は，資本の蓄積と拡大再生産の表式的考察に際して
決定的な重要性をもつものとはいえないのであるが，資本の蓄積にさいして
前提とされる単純な貨幣蓄蔵は，それ自体としては決して再生産の基本的な
r契機をなすものではないのである。貨幣は現実の再生産の要素ではなく，
貨幣の生産資本の諸要素への転化に際しては，現実の拡大された規模での再
生産が前提されておらねばならないのであるが，この点に関して，マルクス
は次のように言及している。
　「というのは，商品の生産が現実に行なわれるためには，注文という起動
力，すなわち商品の存在に先行する商品の購買とその予想された販売とが必
要だっただけだからである。その場合には一方にある貨幣が他方での拡大再
生産を呼び起こすのであるが，そういうことが行なわれるのは，そこには貨
幣なしでも拡大再生産の可能性があるからである。つまり，貨幣はそれ自体
としてはけっして現実の再生産の要素ではないのである。」　（Kap．　III・495）
　かくて，貨幣が，流通から引きあげられて蓄蔵貨幣として貯えられること
が想定されるならば，買い手はどこからやってくるかという問題は，　「外観
上の困難」にすぎなくなってしまうのである。
　ところで，上記のマルクスの蓄積過程の表式的叙述では，結果として，両
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部門間の取引が円滑におこなわれず，第2部門において生産規模の縮小と，
消費財の未実現が惹起されることになるのであるが，そのような混乱が生じ
たのは，次のような理由によるものと思われる。第1は，第1部門における
剰余価値の資本への転化，即ち，蓄積が，追加不変資本の形成としてのみ把
握されているということである。例えば，マルクスは次のように述べている
のである。
　「2000エ（V＋M）が，1500五Cと交換されるさいに，部門工での蓄積の
ための5001Mという超過分を残す。」　（Kap，∬・513）
　「剰余生産物500工Mは全部工のなかで蓄積に役だつべきものであり，し
たがってffの商品とは交換されえない。」（Kap，　ll・513）
　上の叙述からもわかるように，マルクスは，余剰生産財の存在量と第1部
門における蓄積の大きさとを混同してしまっているのである。余剰生産財
△Cは，△C・・Vi＋MrC2によって与えられるものであり，当期の再生産規
模によって規定されるものである。それは，両部門において生産財として機
能すべき部分なのである。これに対して，第1部門の蓄積部分というのは，
再生産の内的論理の制約によってではなく，外的に，独自的に決定されるも
のなのである。しかも，その蓄積部分は，追加不変資本のみでなく，マルク
ス自身，第2部門について想定しているように，追加可変資本にも転化され
ねばならないのであり，第1部門は蓄積のために生産財の一部を第2部門に
販売して，第2部門から消費財を購入しなければならないのである。
　第2は，両部門において蓄積率が同時的に，等しく壱と決定されるものと
想定されていることである。かかる想定の下においては，たとえ，第1部門
において追加可変資本の形成が想定されたとしても，拡大再生産過程の円滑
な進行，従って，生産財にも消費財にも過不足を残すことなく拡大再生産が
円滑に進行するということは極めて特殊な場合に限られることになるのであ
り，むしろ，かかる想定は誤りでもある。
　『資本論』においては，既述の表式に依拠した蓄積過程の表式的叙述は以
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上で中断されている。というよりも，上に述べた難点が存するかぎりそれ以
上の展開は不可能だったのである。これに続いて，マルクスは，　「拡大され
た規模での再生産のための出発表式」と名付けられる周知の拡大再生産表式
の分析をおこなっている。
il　cgggg：igzgu：i：o，gM：6，g8g］　gooo　，．．，．　．　．　si6）
　この表式において，マルクスは，まず，第工部門で剰余価値の半分500が
蓄積されるものと仮定し，その500のうち40Qは不変資本に，100は可変資本
に転化されるものと仮定して，次いで，第2部門の蓄積について次のように
述べている。
　「皿のほうでは蓄積の目的で工から1001Mを買い，それが合度は1［の追
加不変資本になるのであるが，皿がそれに支払う貨幣100は，1の追加可変
資本の貨幣形態に転化されるのである。……
　江は今では不変資本として1600Cをもっている。それを処理するためには
1［はさらに貨幣で50Vを新たな労働力の買い入れのために追加しなければな
らない。1……この，皿の不変資本と可変資本との合計150の増大は，∬の剰
余価値から支弁される。」　（Kap．］1・517）
　ここでは，マルクスは，第1部門の蓄積の大きさを先行的に決定し，その
第1部門の蓄積思置に規定されるものとして，第2部門の蓄積を問題にして
いるのであるが，そのことによって，資本の蓄積と拡大再生産の円滑な進
行，生産財，消費財における需給一致が保証されることになっているのであ
る。即ち，マルクスが，蓄積過程の表式的表示を全き意義において果すこと
が出来，拡大再生産の均衡条件を抽出することが出来るのは，或は，　「外観
上の困難」を解決することが出来るのは，第1部門蓄積率の先行的決定と第
2部門蓄積率の受動的決定なる想定においてであるといえよう。
　マ＞vクスが最初におこなった蓄積率の両部門の同時的決定と同一性なる仮
定においては，蓄積過程の表式的表示は不可能となるのであり，その難点を
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回避するために次いでとられた想定が，第1部門蓄積率の先行的決定という
ことなのである。拡大再生産表式の分析において，或は，蓄積過程の表式的
叙述に際して，第1部門蓄積率の先行的決定なる想定は，基本的重要性をも
つものであることは，かかるマルクスの試行錯誤の過程が，それを如実に示
しているといえよう。だが，そのことは同時に，社会的総資本の運動，産業
資本の全体運動の考察においては，両部門蓄積率の同時的決定と同一性なる
想定は否定されているということをも意味しているのである。．
　ローザ・ルクセンブルグは，この社会的総資本の運動の考察に際して，第
1部門蓄積率の先行的決定の想定の持つ基本的重要性を理解することが出来
ず，むしろ，マルクス自身によって否定された両部門蓄積率の同一性一両
部門蓄積率の同一性と部門問の均衡が両立しうるのは，極めてまれな場合の
みである一を固執することによって，拡大再生産表式の分析から剰余価値
の非実現部分を摘出し，資本主義発展の理論的不可能性とその帝国主義への
転化の必然性を帰結するにいたったのである。それは，マルクスの蓄積過程
の表式的表示の試行錯誤の過程を全く評価しようとしないものであり，表式
分析の誤解以外のなにものでもないであろう。
　どころで，マルクスは，再生産表式分析において，第1部門蓄積率の先行
的決定は，如何なる経済学的意義を持つかについては，全く言及していな
い。そこに，かかる想定が，単に，　「調整要因」，　「均衡確保のための純粋
に数学的操作」としてのみ解される原因があるともいえるのであるが，しか
し，マルクスその人が述べるごとく，　「蓄積の場合には，何よりもまず蓄積
率が問題である」　（Kap．1工・526）のであり，それ故にこそ，蓄積率決定の
論理を明確にしておくことは，再生産表式分析において決定的に重要なので
ある。筆者は，かつて，かかる主題について若干の展開を試みたことがあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　く　うる。まず，要約的にそれを示しておこう。
　再生産表式を次のようにおく。
（2）高木彰『再生産表式論の研究』第6章，ミネルヴァ書房，1973年。
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　　Xi（t）＝C1（t）＋V1（t）＋Ml（t）
??｛
　　X2（t）＝C2（t）＋V2（t）＋M2（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
（添字の1，2は第1部門，第2部門を意味し，tは時間を示す）
　夫々のパラメーターは次の関連にあるものとする。但し，蓄積率は独立変
数であり，剰余価値率m，資本の有機的講成rは不変であり，mは両部門
において同一であるとする。
　　　　CMMmMc＋MvC　　「謡丁・m＝「「・P＝C＋V謂了耳・a＝M，3c篇了－
　　　　　r　　　　　V　　　l　　　　　M　　　m　　＝＝r十m十17y＝一ズ＝r十m十1・z＝Y＝r十m十1・
・ω一_管Xω一、畢．・a・・）　　　　（・）
　②のパラメーターを用いると，再生産表式は次のように表現されうる。
　　　　　　　　セ　ユ　　Xi（t）＝＝Xi（D・∬（1＋91ac））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　　　　　　　　k＝＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　セ　　X・（・）一若（・＋M一・・’1…（・一1））X・（1）・護1（・＋9t（・・）　　（・）
　ところで，H・トロストは，資本の有機的構成（z），剃余価値率（m’）
資本の蓄積率（Aノ）の変動を考慮にいれた場合の両部門（Pエ，Pg）の一一般的
表現は次のようになるとしている。
…一求i…＋・＋㎡・・）君1＋Zli当豊1デ●A’エi”エ
…一 增i’＋z’n”＋M’lf’n）〔1＋z工宏跨お（’＋ZI・“i－A’：・一］z’・）〕
　　’　．駈11＋ZIi－1＋AtI・一1●m！L■
　　　　i＝1　　　　　　　1一←Zli
　トロストは，この式の大きな特徴点は第2部門の運動状況を規定するのは
第2部門の諸要因ではなく第1部門の発展，蓄積率であることにあるとのべ
ている。このトロストの式において，有機的構成と剰余価値率は変動しない
ものとして一定と仮定すれば，そこから上記の（3）と〔4）に等しい式を導出する
ことが出来る。即ち，（3）と（4）の両式とトnストの式とは基本的には同一の性
　　　　　　　　　　　　　　　一39一
120
格をもつのであり，それらは再生産表式の一般的表現とみなしうるものであ
　（3）
る。
　次いで，（3）と（4）の表式の一般的表現を基礎にして，第1部門蓄積率の変動
状況と両部門の成長率の動態との連関について検討してみよう。
　第2部門の成長率の定義から
　　X2（t＋1）　　　　　　＝＝1十g？（t）　（5）　　　X2（t）
　他方，（4）より
　　X器L趨≒辛叢島・（・＋91（・一1））　　　（・）
　かくて，（5），（6）より
　　、慧讐i、「鵠．灘）　　　　　（・）
　ところで，第工部門蓄積率の時系列的変動状況al（，一エ）睾ai（、）に対応して，
第！部門の成長率は，生産力水準にして変化のないかぎり，g1（、一1）憂9i（t）な
る関係にある。
　かくて
　　1十m－rl．gl（t）i1十m－rl．gl（t－1）
然るに，0〈al（t）〈1であれば，常に，
くて，（8＞は次のようになる。
ユ十m－rユ・9ユ（t）　　　　　　　　　嚢ll十m－rl．gl（t－1）
　　　　　　　　　　　　　（8｝
1＋m－r1・91（t）＞0が成立する。か
（9）
（3）　Hans－Georg　Trost，　ttZum　Gesetz　der　vorrangigen　Entwicklung　der　Abtei－
　　1ung　工　und　zur　Berttcksichtigung　der　U　mschlagsproblematik　ill　Re．
　　prodUktionsmodell・”V」Virtschaノ『tswissenschaft　Heft　3／工968．　PP・370～1．尚，
　　（3）と（4）のような形で，再生産表式を一般的に表現することを筆者が初めて試みたの
　　は，トロストの論文より早く，　「再生産表式と第1部門の優先的発展について」
　　r経済論究』20（1967年IO月）においてである。又，島岡光一氏は，トロストの論
　　文を参考にされて，表式を一般的に表現することを試みられ，第1部門の優先的発
　　犀を惹起する要因は，資本の有機的構成の高度化のみであると結論されている。島
　　岡光一「生産手段部門優先的発展法則の数学的証明の一つの試み」　r埼玉大学紀要
　　一教育学部（人文・社会科学）』第21巻（1972）。
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　（9）の関係を（7）に代入すれば，a1（、一ユ）這ai（、）の関係に対応するものとして次
の関係が得られる。
　　1十9z（t）　　　　　　　曼1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　　1十91（t一工）
　｛10）を整理すれば，92（t）ミ91（t－D。即ち，al（t－1）≡≡a1（、）なる関係に対応して，
g2（t）ミg1（t一エ）なる関係が得られるのである。これは，第1部門蓄積率の時系
列的変動状況によって，両部門の成長率の動態的関係が規定されるというこ
とを意味しているのであるが，そのことは同時に，再生産表式分析における
第1部門蓄積率の独自的・先行的決定の現実的根拠がそこに存することをも
意味するものであるといえよう。
　ところで，上の結論は，再生産表式の一般的表現を，③と㈲に定式化した
ことの必然的帰結でもある。そこでは，蓄積率が独立変数として想定され，
拡大再生産の部門連関C2（t）＋Mc2（，沖V1（，）＋Mv1（t）＋Mk1（t）が媒介環をなす
ものとして想定されていたのである。
　然るに，蓄積率の独立変数としての想定とは，生産手段を私的に所有する
資本家が，生産の唯一の決定者であるということ，しかも，その決定は，孤
立分散的に，無政府的におこなわれるということを意味するものである。こ
し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
れ｝こ対して，c2（、）＋Mc2（、）・・v1（、）＋Mv1（、）＋Mkエ（，）なる拡大再生産の部門連関
とは，生産と消費の構造的連関を提示するものであり，生産と消費とは一定
の連関性を有し，相対的独自性においてのみ両者の運動が可能であることを
示しているのであり，その意味では，その部門連関は，資本制生産における
「生産と消費の矛盾」の不可避性，　「生産と消費の矛盾」そのものではなく
その矛盾が蓄積と拡大再生産の進展につれて必然的に不可避になるというこ
とを提示しているものである。
　それ故，かかる理論的意義を持つ諸前提から，（3）と（4）が定式化され，それ
から導かれる　「第1部門蓄積率の先行性」なる命題は，資本制生産に特有
な「生産と消費の矛盾」を表現する現実的基盤としての意義を持つものであ
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り，資本制生産の持つ錯倒的性格の再生産表式における表現としてみなすこ
との出来るものであるといえよう。それは，社会的総生産の内的連関性を，
断目的な法則として生産当事者たちに押しつけたその結果を提示しているの
である。
　ところで，山田盛太郎氏は，再生産表式論の課題について次のように述べ
ておられる。
　　「云う迄でもなく，再生産論の課題とするところは「社会的総資本の再生
産と流通』，換言すれば，資本の『総再生産過程＝総流通過程』の分析であ
って，それは社会的資本の総体の運動の形態，並にその運動に内在的なると
ころの矛盾一即ちその理想的な照応の仮定の下においてさえも内在的なると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）ころの対抗的な矛盾一を総括するための基礎理論を構成するものである。」
　山田氏は，再生産表式論においては，①「社会的資本の総体の運動の形
態」，②「社会的資本の運動に内在的な矛盾の総括」の二点が課題として設
定されるとされているのである。
　ところで，再生産表式において，資本制生産の「矛盾の総括」が可能であ
るためには，表式それ自体の構造において資本制生産の「特殊な歴史的経済
的性格」　（Kap．　II］：・437）が前提されておらねばならないといえよう。かか
るものとして，山田氏は「再生産の諸条件一個々の歯車の喰い合せ」と貨幣
流通瓢回流を措定されるのであるが，それはいわば静態的，構造的な側面に
おける諸契機に他ならないのである。資本の蓄積と拡大再生産という資本の
現実的動態の契機としては，生産の決定の在り方においてこそ，その特殊的
（4）　山田盛太郎『再生産過程表式分析序論』2ページet改造社，1948年。尚，山田氏
　　は，マルクスとローザの拡大再生産表式分析における決定的相違点は，第2部門蓄
　　積率に関する想定の一点のみであるとされ，マルクスにおいては，第2部門の蓄積
　　は，第1部門から発動する運動に依存するものと前提されていることを強調ざれて
　　いる（前掲書，233－40ページ。）。それは，山田氏も，第1部門蓄積率のfi行的
　　決定と第2部門のそれの従属的決定という想定が，表式分析に際して決定的重要性
　　をもっことを充分に把握されていることを示すものといえよう。
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性格が求められねばならないといえよう。かかるものとして，我々は「第1
部門蓄積率の先行性」なる命題を定式化したのである。そこにおいではじめ
て「社会的資本の総体の運動の形態」，資本主義経済の「全機構的」，総括
的把握の内実も明確になりうるものといえよう。
　マルクスが蓄積過程の表式的叙述に際して想定した第1部門蓄積の先行的
決定なる前提条件が，いかなる経済学的意義を持つかということは，再生産
表式の理論的課題がいかなるものとして設定されるのかということと密接に
関連しているのである。再生産表式において，　「長期的・成長論的・構造論
的分析視角」と　「短期的・循環論的・動態論的分析視角士との二様の方法が
堅持されねばならないとすればジそこでは資本制生産の内的矛盾の対抗的関
係を措定するものとしての「第1部門蓄積率の先行性」は，不可欠の理論的
前提であるといえよう。かの命題から帰結される第1部門蓄積率の自律的動
態を基本的契機として，資本制生産に特有な恐慌と産業循環運動の不可避性
を論証することができるのであり，そこに産業循環過程解明に対する衷式分
析適用の意義と限界が存するものといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　（二）
　以上のような筆者の主張に対して，拙著r再生産表式論の研究』の晋評を
試みられた高須賀義博氏と長岡黒氏は，その中で，夫々次のような批判，或
は，疑問を呈されている。
　高須賀氏は，拙著の「問題提起は魅力的であるために，それが新しい独断
主義や教条主義に堕さないように，若干の問題点を指摘しておきたい」とし
て，まず，資本主義経済においてば「第1部門蓄積率の独自的・先行的決
定」，社会主義経済においては「第2部門蓄積率の意識的・計画的・先行的
決定」なる定式化に対して，　「こういう単純明快（解？一引用者）な主張が
ドグマにおちいらないためには，その理論的根拠が厳密にしめされなければ
ならぬことはいうまでもないが，その点において高木氏の説明は著しく説得
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性を欠く」と批判した上で，当面の課題について次のように批判する。
　「第1部門蓄積率の独自的・先行的決定」について，　「マルクスの表式に
おいては，氏も確認しているように，両部門の蓄積率のあいだに1次の関数
関係があるだけであって，いずれかの部門の蓄積率を『先行的』に決定する
というふうに特定化しなければならぬ理由はそれ自体としてはない。それゆ
えに氏は，それは『資本制生産の歴史的・体制的問題』というわけであるが
何故そうなのか。私見によれば，高木氏がreg　1部門蓄積率の独自的・先行
的決定』を強調するばあい含意していることは，拡大再生産における第1部
門の原理的『重要性』に他ならぬのであって，それを第1部門蓄積率の「先
行的決定』と解するとき，　「重要性』と『先行性』の混同があるように思わ
　　（5）れる。」
　「第！部門蓄積率の先行的決定」の命題は，その「重要性」を現実的基盤
とするものではあるが，両者は区別されねばならないものである。然るに，
高須賀氏は，　「先行性」を「重要性」に解消してしまっているのである。そ
れは高須賀氏が「再生産の条件」を法則としてのみ解され，再生産表式にお
いて資本制生産の特殊性を措定することを拒否することと密接に関連してい
る、ものといえよう。それ故に，かの命題を資本制生産に特有な「生産と消費の
矛盾」の表式的表示，或は，その現実的基盤であるとすることは，高須賀氏
の「理解を越える」ものとなるのである。それはいかに「多くの媒介環」を
与えたとしても高須賀氏のよく理解しうるものではないであろう。高須賀氏
の表式観からすれば，　「生産と消費の矛盾」という動態的契機を表式におい
て措定するなどということはおよそ考えられないことなのである。しかし，
かの矛盾を表式において措定することなくして，いかに表式分析と恐慌の連
関性を論じることが出来るというのであろうか。
　次いで，本稿の（一）において提示した〔3）と（4＞式との「類似の式は，　r第2部
門蓄積率の先行的決定』モデルとしても導出できるのである」として，（3）と
（5）　「世界経済評論』1974年5月号，75Ae一・ffジ。
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（4）の二式をもって再生産表式の一般的表現として定式化することを否定され
ている。’しかし，これは明らかに高須賀氏のミスリーディングであろう。
「第2部門蓄積率の先行的決定」による再生産表式の一般的表現は，形式上
は不可能ではない。しかし，それは資本主義経済の「全機構的」把握を課題
とする場合には全くの数式の遊戯でしかないのである。そのような企図がい
かなる意義をもつものであるかについては後に詳述することにする。
　長岡三二は，次のように批判されている。
　「第1部門蓄積率先行性の根拠を（4）にもとめることは誤りであると思う。
なぜなら，……rとmが一定のときには前期の生産条件によって冷期の部
門聞生産比が規定されるが，（4）はこの今期の部門問生産比を，前期に一時的
均衡が成立していた場合について示したものである。これは，第1部門と第
2部門のいずれが主導的であるかということに関しては中立的な，単なる部
門間生産比に関する式である。著者（高木…引用者）は，（3）において第1部
Iii『の成長率一したがっ一（iまた蓄積率一をまず先行的に決定することによって
第1部門生産額の遂年的変化を与え，次にこれによって（4）で部門間生産比を
表現しているから，数式の形の上で第1部門の主導性があらわれているにす
ぎない。第1部門の主導性がまだ論証されていないこの段階では，逆に，第
2部門の蓄積率，したがって成長率を先行的に決定して第2部門生産額の遂
年的変化を与え，次にこれによって部門間生産比をあらわすことによって，
第2部門の主導性を形の上でだけあらわすような式をつくることも可能であ
る。それは次のようになる。
　　　　　　　　　ユ　　X2（t）＝X2（1）ll（1＋92（k））
　　　　　　　k＝1
　　Xl（，）一舞・1畿ヨ封．91（，．1）・x・（　　し　ユD・　∬（1十92（k）　　k＝1）
（表示の方法は引用者のものに改変した）
　上の第2式で，Xl（，）の決定者として，形の上ではX2（1）とg2（k）だけでな
く91（t－1）もはいりこんでいるが，これは，前期の一時的均衡条件の中に，
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今期の生産諸条件と直接にはつながらないMK1（t－1）がふくまれているという
ことからくるもので，数式的形式以上の何事をも意味していない。著者（高
木…＝引用者）のやり方は，第1部門蓄積率の先行性をあらわす（3｝をまず
与え，これから部門聞生産比をあらわす〔4＞をみちびき，この〔4）によって第1
部門蓄積率の先行性を論証しようというもので，同義反復であるといわねば
ならない。」
　長岡氏は，以上のように筆者の展開を「同義反復である」と批判された
後，次に，自己の主張を積極的に対峙されている。まず，第ユ部FIIヨ蓄積率の
先行性が意味する内容とは，．「両部門の蓄積率決定の時間的な前後関係やそ
の決定の際の資本寒の意識の如何をとわず，社会総資本の再生産渾程の運動
において，第1部門の蓄積率が主導的な役割を演ずるという意味でなければ
ならない」とされて，その主導性の論証そのものについては1次のように言
及されている。
　「まず第一次的接近としては次のことがいえる。利潤追求を推進動機とす
る資本制生産では，消費を顧慮しない噛積のkめの蓄積』の傾向が存在す
る。蓄積のための蓄積による生産力の拡大が，消費限界によってただちに限
界づけられないの億，蓄積自身が蓄積需要として，拡大した生産力に対する
需要要因としてあらわれるからである。この場合，拡大再生産は第1部門の
自己展開的な拡大過程という性格をもつ。したがって，拡大再生産過程全体
が，第1部門生産の，したがってまたその蓄積率によって主導されることに
なる。しかし，以上の三三は，第ユ部門蓄積率の主導性の論証における第一
次的接近にすぎない。最終的な論証は，資本制再生産過程がとらざるをえな
いところの循環的変動のメカニズム，そこにおける第1部門蓄積率の主導性
が具体的に明らかにされることによって，すなわち，周期的恐慌・産業循環
の理論の確定によってはじめて実現する。それ以前に，第1部門蓄積率の先
行性（主導性）をそれこそ先行的に決定してしまい，これによって産業循環
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（G）を論証するというやり方は，悪しきトート車掌ーにおちいることになる。」
　（6）　『経済学論究』28－！，122～3ページ。
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　長岡氏は，資本制生産に特徴的な「蓄積のための蓄積」の傾向は，拡大再
生産過程に対して，　「第1部門の自己展開的な拡大過程」としての性格を付
与するものであり，それは第1部門蓄積率の主導性ということであるが，そ
れだけではかの命題の論証とはいえず，それに続いて，産業循環論において
第1部門蓄積率の主導性を具体的に明らかにしなければならないとされるの
である。だが，これは長岡氏に誤解があると思われる。筆者の主張は，第1
部門蓄積率の先行性なる命題を長岡氏の主張されるように体系的に確定する
ことではなく，マルクスの想定がいかなる意義をもつものとして考えられね
ばならないのかということであり，それは命題とはいえ，　「資本論』第2部
の論理次元に限定された問題なのである。それ故，我々の課題は，長岡氏が
第一次接近とされたそのことの論証と，そのことの持つ経済学的意義の確定
に他ならなかったのである。第1部門蓄積率の先行性を理論的，先行的に確
定することによってのみ，その第1部門蓄積率の自律的運動を基軸の論理と
して，資本の蓄積が産業循環迎動として顕現せざるをえないその内的必然性
を解明することが出来るのであって，それを「悪しきトートロギー」とする
のであれば，恐慌と産業循環の問題解明に対して，再生産表式分析の果す役
割を積極的に評価することは否定されざるをえないであろう。
　最後に，拙著に対する高須賀氏のいわれなき批判，誤解にもとつく論難に
ついて若干言及しておこう。拙著の第8章において，需要超過をもって特徴
づけられる好況過程の実体は，第工部門蓄積率の累積的増大運動によって惹
起される第1部門の．「自立的」発展であると規定したのであるが，それに対
して高須賀氏は，　「高木氏は不況から恐慌にいたる全局面で表式の均衡条件
は満されていると考えているのであるが，それが，価値的均衡なのか価格的
均衡なのか，あるいは，素材的均衡なのかはっきりしないが，そのために
r需要超過』の実体規定が欠落する。この欠陥をr需要超過の再生産構造』
の内容に「第1部門蓄積率の累進的増大』という規定を追加して補充するわ
けであるけれども，それによって事態はいっこうに明確化されないのである。
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この理由は，おそらく，高木氏が価格動向あるいは利潤率の動きに言及する
ことなく「需要超過』の規定をア・フ。リオリに与えたところにある」とされ
ている。
　高須賀氏のこの批判は，全く，ミスリーディングなものといわなければな
らない。まず，産業循環の全局面において，表式的均衡条件が成立している
とは，拙著のどこにおいても論じていないことであり，そのような前提の上
に議論を展開しているのでもないのである。更に，　「利潤率の動き」に言及
していないとされているが，表式論においては，蓄積率の変動が利潤率の動
向と関連なく展開されているところに，　r資本論』第3部に比しての理論的
抽象性の意義があるのである。そこでは，蓄積率の変動が多くの規定と関連
とをもつ豊富な総体として規定されていないのであり，その変動が一般性に
おいてのみ問題にされている点に抽象的である所以があるものといえよう。
高須賀氏は，拙著の第3篇の課題と方法については，全く理解していない
といえよう。高須賀氏が「新しいドグマチズムの危険性と可能性を感じ」る
とされる表式の「二面性」一長期的・成長論的・構造論的分析視角と短期
的・循環的・動態論的分析視角一を認めるとするならば，表式論の次元に
おいても，資本制生産の運動形態が循環的変動＝産業循環の形姿を採ること
の所以が解明されねばならないといえよう。それ故，拙著の第3篇は，産業
循環過程をそれ自体としで問題にしたのでもなく，　「再生産表式分析の産業
循環過程への直接的適用」を意図したものでもないのであり，そこでは，資
本の蓄積運動が「交互に起きる膨張と収縮との運動」　（Kap．1・667）にお
いて顕現することの必然性，その意味では「産業循環の原基形態」が問題に
されたにすぎないのである。
　ところで，高須賀氏は，最近，　「産業循環過程を単に拡大再生産から縮小
再生産へのくり返される過程であると抽象的に措定したうえで，マルクスの
再生産表式分析を，その抽象度を保持したまま，適用することによって，循
環過程の各局面の再生産構造の特質を，最も抽象的な次元で明らかにするこ
　　　　　　　　　　　　　　　一48一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1部Fl『蓄積率の先行性再論　129
（7）
と」を試みた論稿を発表されている。そこでは，資本家の個人的消費はゼロ
とされ，蓄積率は常に100％ど想定されているので，蓄積率の変動による局
面分析の問題は，当初から排除されてしまっている。それ故，　「恐慌による
暴力的解決を必然化するような矛盾の累積過程である循環的蓄積過程の抽象
　　（8）　　．　（9）　　　　　　　　　　．その過程を「第1部門の優先的発展の加速化の過程」モデル」を構築され，
として特徴づけられるのであるが，その過程が如何なる意味において「矛盾
の累積過程」であるのか，いかなる契機によって加速化が惹起されるのかに
ついては，全く問題にすることはできないのである。蓄積率の時系列的変
動状況を問題にすることなく，如何にして拡大再生産過程が「矛盾の累積過
程」であることを論証することができるというのであろうか。
　更に，拡大再生産軌道が暴力的に修正され，単純再生産に復帰するにいた
る縮小再生産過程は，価値破壊をもって特徴づけられ，不連続的性格をもつ
のであるが，その縮小再生産過程の構造的解明に，価値の連続性を前提とす
る再生産表式分析を適用するということは，明らかに方法論上の誤りを犯し
ているものである。産業循環の過程を抽象的な二局面交替として把握し，再
生産表式分析の適用を試みようとすることであれば，それは膨張過程として
の拡大再生産と，恐慌の結果としての新たな産業循環の出発点を意味する単
純再生産とにおいてであろう。
　かかる点からして，高須賀氏の「再生産の局面分析」は，極めて理論的に
未熟であるといわねばならないが，しかし，少くともそこで意図された「循
環過程の各局面の再生産構造の特質」を明らかにするために再生産表式分析
を適用しようということ，即ち，　「理想的平均的蓄積過程論」において産業
循環過程を抽象的に解明しようということ自体は，拙著の第3篇で試みた方
（7）高須賀義博「再生産の局面分析一循環的蓄積二二二一」　『経済研究』25－3，204
　ページ。
（8）同上，206AO・一一ジ。
（9）同上，212ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1・り法でもあり，積極的な評価に値するものといえよう。
（ユ0）拙著に対しての高須賀氏と同様のミスリーディングな批判は，唐渡興宣氏も試み
　　ている。「高木氏も好況局面の蓄積過程の進行を第工部門の不均等発展として特徴
　　づける。氏はこれを表式の価値的素材的条件を維持したままで展開する。氏はこの
　　蓄積過程を超過需要状態とするが，これは矛盾している。又，需給の逆転を実現条
　　件を維持したままで，従って需給一致のもとでといているt，これは矛盾している。
　　　…突現条件を維持して恐慌を説けば，いかなる論理矛盾に落ち入るかを高木氏は
　　典型的に示した。」　（「好況局面の基本的構造一価格分析的景気循環論序説一」
　　r一橋論叢』72一一3，33工～2ページ）まず，好況過程とは「超過需要」の状態にあ
　　ることをもって特徴とするのであるが，その「超過需要」の実体規定は，第1部門
　　の「自立的」発展において与えられるということと，第1部門の「自立的」発展を
　　即「超過需要」とし一（t把握することとは区別されねばならない。唐渡氏は，この両者
　　を混同したうえで「矛盾している」と批判するのである。しかし，「超過需要」の
　　実体を規定せずにして，如何にして好況過程を「全般的な物価騰貴」，　「相対価格
　　変動」として論じることが出来るというのであろうか。氏は「最初に投資ありき」
　　が「超過需要創出の起動力である」（同上，339ページ）としているが，そのこと
　　自体は，表式分析に依拠せずには決して結論しえないことである。然るに，氏は，
　　他方では，「価格変動要因」を導入しなければ，好況も恐慌もともに説明しえないの
　　であり，「価値表式では循環の諸局面を示すことは不可能なことを理解すべきであ
　　る」　（同上，332ページ）として，表式分析そのものが，恐慌と産業循環の問題の
　　解明においてもつ意義を全く否定してしまっているのである。次に，「需給一致」
　　のもとで，「需給の逆転」をといているという論難に関してであるが，唐渡物は，
　　それを次のように説明するのである。拙著において，生産財の需給関係式を次のよ
　　うに与えた。
　　　一一12L’｛！tt’tittFri（L）　＝：　｛ri　・　gi（，）一（i＋m）｝yi　・　一lii’fg一（g　＋（i＋g20）x2
　　　然・に，離邸，・の式・・X’（・・／。，（、）一号・、．需（｝董．1）・9・（t・一
、岩署環海、・（・＋91（・一・））一・の諸関係を代入して，上言己の式はD1（・）・．　X1（・
となるのであり，それ故，そこからDエω＜X1（t）を導出すること，　「需給の逆転」
を説く・とは「纏矛盾」だとしてい・・であ・・ここで闇蹴のは…（・）／。，（、））
g2（t）の諸関係を需給関係式に代入するということのもつ意味を，唐渡氏が全く理
解していないということである。前記の諸関係は，’まさしく「実現条件」，、「需給
一致の条件」から導出されたものであり，従って，それらを需給関係式に代入すれ
ば，「需給一致」が帰結されるのは当然のことである。需給関係式は，それ自体と
しては決して「需給一致」を意味していないのであり，それがどのように変動する
かは，蓄積の運動状況によって規定されているのである。ゆかるものとしての需給
関係式に批判者自身が「需給一致」の条件を敢て代入して，お前の議論は「論理矛
盾」だとするのは，「悪意のある誤解」か，簡単な算数の論理すら理解しえないも
のの戯言でしかないであろう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　（三）
　次に，以上の批判に対しての筆者の見解を明らかにするとともに，旧稿で
の不十分な論点を補強しておこう。
　まず，高須賀氏も長岡氏も，共に，’形式的には，第2部門蓄積率が先行的
である再生産表式の一般的表示が可能であるとして，筆者の「第1部門蓄積
率の先行性」の命題の論証の不十分さを指摘されているのであるが，その点
を検討してみよう。
　第2部門の蓄積率（或は，成長率）先行による再生産表式の一般的表現は
次のようになる。
　　　　　　　　セ　エ　　X2（t）＝＝X2（1）・U（1＋92（iO）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11＞
　　　　　　　　k＝1
　拡大再生産の部門連関C2（，）＋Mc2（、）＝Vi（t）＋MVi（，）＋MKIωから，次の関係
式が導き出される。
　　x2・X2（t）＝｛1－x1（1＋91（t＿1））｝X1（t＿1）　　　　　　　　　　　　　　　（12）
　　　　　　　　　　　　　（12）の左辺に（11）を代入し，整理すれば
　　Xl（・）一、弩詰留、）・X・a・・Z（・＋・・a｛・）　　　　（13｝，
　⑳と働が，両氏の主張される「第2部門蓄積率の先行性」なる再生産表式
の一般的表現といわれるものなのである。然るに，⑬の関連が意味している
ことは，t心奥に累積された第2部門の成長率とt期の第ユ部門の成長率が
t期の第1部門の生産額を決定するということ，或は，t期の第1部門の生
産額が，t期の両部門の成長率によって決定されるということである。しか
し，これは論理的には成り立ちえない関係である。少くとも，資本制生産に
おいては，t期の成長率は，　t期の生産の結果によって規定され，　t＋1期の
生産に関りを持つのであって，t期の生産の決定そのものには何等関与する
ものではないのである。それ故，⑱は，第1部門の一般的表現としては，妥
当性を欠くものであるといえよう。
　然るに，⑬を導出するための操作としておこなったことは，吻の左辺に（11）
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を代入するということであった。それ故，かかる操作そのものの妥当性，或
は，囮の意味するところのその内実が問われねばならないのである。
　ところで，働は，形式的には二様の関連を表現している。その一は，t－1期
の第1部門の三態が，t期の第2部門の生産を規定するということである。
その二は，t期の第2部門の生産額が決定されるならば，それを満足させる
t－1期における生産条件は，91（t＿1）とXユ（t＿1）の両者であるということであ
る。然るに，この後者の関連は，　「国民の物質的・文化的要求の最大限の充
足」を基本的経済法則とする社会主義経済において特徴的な連関性に他なら
ないのである。
　社会主義経済においては，　「社会が労働力と生産手段を種々の事業部門に
配分」　（Kap．皿・359）しているのであり，社会的総生産の関連は，生産当
事者たちの「連合理性によって把握され支配された法則として生産過程を彼
らの共同の制御に従わさせ」　（Kap．］1・286）ているのであるが，そのこと
は，社会主義経済は，t期において生産されるべき第2部門＝消費財の生産
額が確定された上で，それを充足すべきt一ユ期の生産条件，第1部門の成
長率の大きさが，意識的・計画的に決定されるという生産決定のメカニズム
を持つということである。それ故，前記の後者の関連は，かかる社会主義経
済においてのみ妥当するものといえよう。
　以上の点は，（12）の関連が導き出されるにいたった関係式そのものを書替え
てみるならば，より一層明確になるといえよう。
　拡大再生産の部門連関から
　　Xユ（t．．ユ）＝Cユ（t）＋C2（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　（14）の関連が形式的に意味していることは，t期の両部門の不変資本G（亡）＋
C2（，）は，前期のeg　1部門の生産額X1（、＿1）によって決定される1ﾆいうことと
C而＋C2（、）の大きさが所与のものとして，意識的・計画的に決定されるなら
ば，その前年度に第1部門で生産されるべき生産財X1（t＿1）の大きさはどの
程度でなければならないかということなのである。
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　かくて，問題は，（12）において与えられる関係式において，X2（t）とX1（t＿1）
のいずれを成長率関数によって表現するのが妥当かということに換言される
のであるが，それは生産手段が誰によって所有され，生産の決定が誰によ
っておこなわれ，生産が何を目的としておこなわれるのかという生産様式
そのものの理論的前提の解明を必要とするものである。高須賀氏の指摘され
るごとく，再生産表式それ自体は，いずれの部門の蓄積率が先行的に決定さ
れねばならないかという蓄積率決定の論理を内包するものではない。それは
再生産表式を展開する際の理論的前提として問題とされねばならないのであ
り，しかも，前記のeにおいて明らかにしたごとく，表式分析に際しては，
いずれかの部門の蓄積率を「先行的」に決定することが特定化されておらね
ばならないのである。高須賀氏の誤りは，吻を単なる相関関係においてしか
理解しえないところにあるのであるが，それは因果関係において把握されね
ばならないものである。
　それ故，生産財が資本家によって所有され，生産の決定が孤立分散的に，
利潤追求を唯一の推進動機とする資本家によっておこなわれる資本制生産を
前提とするならば，（12）においては，g、（、＿1），　X1（t＿、）が，　X2（t）を規定するとい
う関係，従って，X1（，＿1）をその成長率関数によって表現することのみが意味
を持ちうるのであって，その逆の関連が成立すること，即ち，t期の第2部
門の生産額X（t）が，t－1期の第1部門の成長率91（t＿1），生産額X1（t＿1）を
規定するということは想定されえないのである。
　資本制生産においては，　「生産のための生産上，　「蓄積のための蓄積」が
支配的傾向であり，資本の蓄積と生産の拡大は，消費的需要とは全く無関係
に，独自的におこなわれるのであるが，そのことは，（12）の関連式においてみ
るならば，X2（，）をではなく，　X1（、H）を先行的に決定することとして表現さ
れるのである。しかも，そこでは蓄積率は生産の決定の在り方からして，独
　　　　　　　　　　　　　t
立変数として想定されねばならないのである。かかる点からして，⑬は，第
1部門の一般的表現の形式としては妥当ではないのである。
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　ところで，拡大再生産の均衡条件は，次のように変形することも出来る。
　　x2（1＋g2（t））X2（，5＝＝　｛1－xi（1＋gi（，））｝Xi（，）　（15）
　（15）の関連が意味レていることは，均衡が維持されるためには，両部門は一
定の連関性を持たねばならないということである。このときの部門構成は次
のようになる。
　　菱器、弩1吉魁、）　　　　　　　（16）
　⑫と㈲の関連は，拡大再生産の均衡条件から導き出されたものではある
が，その意味するところに相違が存するのである。両者の相違は次のように
して示すことも出来る。
　余剰生産財を△Cとすれば，その定義から
　　AC（，）＝Mcl（，）＋Mc2（，）　（17）
　然るに，X1（t）＝C，（t）÷C2（t）＋Mc1（t）＋Mc2（，）であるから，（17）は次のように変
形される。
　　AC（，）＝Xl（，）一Xl（，一1）　（18）
　囮の両辺をX1ωで割れば
　　ge．C（t）＝i－2iit！S！＝！｝fi（t－i）＝i一；．　f－i一一
　　　　　　　　　　　　Xl（，）　Xl（，） Xエ（の　 　 　　　　　　　1十gi（t－i）　（19）　　　　　　　　　　　　tttlE7．S
　他方，（17）の両辺をX1（，）で割れば
　　St｛iilf）1－i，‘；　＝　Jti．gi（t）＋　x2．g2（t）．一i：itli］一（：一　（20）
　又，余剰生産財については△C（t）＝V1（t）＋M1（t）一C2（、）なる関係が成立する
から，これを整理すれば
　　f；Silfl？一ie一一（yi＋zl）一Jc2・一i：；tfg－f．i）　｛21）
　⑳の関連を⑲の左辺に代入すれば
　　菱　li「薯畿i当，）　　　　　（2・）
　更に，⑳の左辺に代入すれば
　　　　　　　　　　　　　　一54一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1部門蓄積率の先行性再論　135
　　姜ii二一、弩裏貼，）　　　　　　　㈱
　上において明瞭であるところの囲と（23）の相違が，前記の（12）と⑮の相違に他
ならないのである。⑳が意味していることは，t－1期の第1部門の成長率
の変動状況によって，t期の部門構成比率hωが規定されるということであ
り，㈱はt期における均衡が維持されるための条件，即ち，部門構成比率が
所与であるならば，均衡が維持されるためには，両部門の成長率は一次の関
数関係の下にあるということを意味しているのである。旧稿において，圃を
「動的均衡条件」　（正確には（22）と㈱を等置してえられるもの），㈱を「一時
的均衡条件」と名付けていたものである。
　かくて，a2＞において，　X2ωの内実を先行的に規定するという方法は，生
産の決定が計画的・意識的におこなわれる社会主義経済においてのみ妥当す
るものであるとすれば，（13）の関連は，資本制生産が前提される下では成り立
ちえないものであり，それ故，（11）と（13）をもって，　「社会的資本の総体の運動
形態」を呈示するものとしての再生産表式の一般的表現とみなすことは出来
ないのである。
　ところで，（11）とa3）が形式的にしろ成立し，再生産表式の一般的表現たりう
るものと仮定しても，それらから第1部門蓄積率の時系列的変動状況と両部
門の成長率の動態的関連を導くことが出来る。
　第1部門の成長率の定義から
　　Xl（，＋1）　　　　　一1十gi（t）　（24　　Xl（t）
　他方，（13＞から次の関係を導くことが出来る。
　　鵠）一、≒語矯寵）・（・＋9・（t・）　　　　　㈱
　（14＞と（15）から
　　空読1謡総ア一頭ll；　　　　　　　⑳
　ところで，al（1＋1）蓬a1（t）の関係に対応して，1・一　x1（1」ト91（t＋1））奎1一　Ci
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（1＋9i（、））なる関係を導き出すことが出来る。然るに，0＜a1（、）＜！の時は，
1一　x1（1＋91（、））＞0が常に成立するので，次の対応する関係が成立すること
になる。
　　　　　　　　　　ユーX1（1十91（d）），　　　　　　　　　　　　　　　　　　姜1　　　　　　　　　　伽）　　al（、＋ユ））峯a1（，），　　　　　　　　　　1・一X1（1十91（t＋1））
　伽の関係を⑳の左辺に代入して整理すれば，
　　1）a1（t＋1）＞a1（，）のとき，　g1（t）＞g（2t）。
　　2）a1（t＋1）〈a1（t）のとき，　g1（t）＜g2（t）。
　　3）al（t＋1）一a1（t）のとき，　g1（t）＝g2（t）。
　1）は，第1部門蓄積率が年々増大していくときには，第1部門の成長率
は第2部門の成長率を凌駕していくということであり，2）は，その逆に，
第1部門蓄積率が年々減少していけば，第2部門の歳長率が第1部門の成長
率を凌駕するということである。3）は，第1部門蓄積率が年々一定であれ
ば，両部門の成長率は均等になるということである。かくて，第2部門蓄積
率の先行性による（11）と（13）の場合においても，第1部門蓄積率の時系列的変動
状況によって，両部門成長率の動態的関係，従って，拡大再生産の動態が規
定されることがいえるのである。換言すれば，第2部門の蓄積率が先行的に
決定されることが想定されたとしても，拡大再生産過程を主導する基本的契
機は，第1部門蓄積率であるということを帰結することが出来るのである。
　かくて，以上の検討から，いずれの部門の蓄積率を先行的に決定するかに
かかわらず，拡大再生産過程を主導する基本的契機は，第1部門蓄積率であ
るということが出来るのである。
　しかし，この第1部門蓄積率の拡大再生産過程における主導性それ自体は
社会主義経済においても法則的性格を持つものである。それ故，この第ユ部
門蓄積率の主導性そのことと，資本制生産における特殊な歴史的性格を反映
するものとしての第1部門蓄積率の独自的・先行的決定なる想定とは，明確
に区別されねばならないといえよう。後者は，概念的には第2部門蓄積率の
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意識的・計画的・先行的決定に対立するものなのである。即ち，単純再生産
に要する以上の生産手段が先ず生産されておらなければならないということ
従って，Vl＋M，＞C2なる条件を含意するところの拡大再生産過程における
第1部門蓄積率の主導性ということと，第1部門蓄積率の運動が，先行的に
独自的・自律的なものとして与えられねばならないということとは，決定的
に相違するのであり，両者は概念的に区別されねばならないものである。
　勿論，後者の運動の現実飽・物質的基盤は，前者において与えられるもの
であることはいうまでもないであろう。だが，資本制的生産様式においての
み特徴的な資本の蓄積が産業循環なる現実的動態として顕現せざるをえない
ということは，資本制経済の基本的特質を反映するものとしての第1部門蓄
積率の自律的運動においてのみ，その論証が可能となるのである。
　かくて，高須賀氏が，筆者の設定した「第1部門蓄積率の先行性」なる命
題は，　「重要性」と「先行性」とを混同したものとして批判するそのこと自
体は，批判者自身が「重要性」一「主導性」と「先行性」とを概念的に区別
することなく，後者を前者に解消してしまっていることを意味するものであ
るといえよう。両者を概念的に区別することは，高須賀氏の「理解を越え
る」問題であるが，そこに，氏のr再生産表式分析」が，結論としては「拡
大再生産の自由度」というそれ自体あらゆる社会形態に共通な闇題しか論じ
ることが出来ず，資本主義経済に固有な再生産の問題に関しては何等の言及
をもなしえない限界があるといえよう。
（四）
　ところで，長岡氏は，再生産の条件を「一時的均衡条件」と「動的均衡条
件」とに区別することを強調され，筆者が拙著の第6章においてその区別を
かならずしも明確にしていない点を批判されている。長岡氏は，　「均衡の連
?
続的成立」という観点から，両者の区別の重票性を主張され，それが必要な
のはマルクスの拡大再生産表式の第2年度以降とは異なる「第1年度の特異
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性」を論じる際に重要であるからとされる。長岡氏によれば，マルクスの拡
大再生産表式の具体例において，その第1年度は，　「一時的均衡条件」をみ
たしているが，「動的均衡条件」をみたしていないのであり，それ故，その
出発表式の第1年度は，表式としては不合理であり，不適格であるというこ
とである。
　そこでまず，両条件の区別の意味することについてみよう。夫々は，先に
も記したよケに次のようなものである。
　「一時的均衡条件」
　　斐iili一、弩岩讐盆，）　　　　　（28＞
　「動的均衡条件」
　　撮轟iき一r、一曇農1。、）　　　　（2・）
　然るに，この「動的均衡条件」が導出されるに際しては，次の関係式が媒
介とされていたのである。
　　斐菱1；一、弩瀞妾譜、）　　　　　　　（30）
　㈱は，t期において，両部門の構成比率が所与であれば，両部門成長率
（或は蓄積率）は1次の関数関係にあるということを意味している。これに
対して，劒は，t期の両部門の構成比率は，前期のt－1期の第1部門成長
率によって規定されるということである。換言すれば，（30）において，その左
辺の部門構成比率が与えられるならば，t－1期の第1部門成長率も一義的
に決定されるということである。かくて，t期の部門構成比率が所与である
という想定のもとでは，（28）と（29）は全く同一の性格の方程式に他ならないの
である。
　両条件の区別が一定の意味をもつのは，（29＞において，t－1期の第1部門
の成長率のみが，t期の両部門の成長率の相対的関係，関数関係を規定して
いるということが明示されていること，従って，そこでは第1部門蓄積率の
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持つ拡大再生産過程の主導性が提示されているという点においてである。
　次に，長岡氏が，マルクスの表式の第1年度は，表式としては「不適格」
であるとされていることについてみてみよう。長岡氏は，マルクスの表式に
おいて，すべてのパラメーターをコンスタントと仮定したときの「動的均術
条件」は，次のようなものになるとされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）m工 m2　　　　　　　　a2　（3／）　　　　al　＝　　1十ri　　　l十r2
　然るに，この融の関係をみたすことができるのは，マルクスの表式では第
2年度以降のことであり，第1年度においては妥当しないものである。この
ことをもって長岡氏は，マルクスの表式の第1年度は，　「不合理」，　「不適
格」であるとされるのである。
　ところで，⑳が意味していることは，一見して明らかなように両部門の成
長率が均等であるということである。一般的にパラメーターがすべて一定で
あると仮定すれば，第2年度以降において両部門成長率の均等性が達成され
る。それ故，長岡氏は，マルクスの表式において第2年度以降は両部門の成
長率が均等であるが，第1年度においては不均等であることをもって，その
第1年度は表式としては「：不合理」，　「不適格」とされたのである。しかし
両部門の成長率が不均等であったとしても，そのことで直ちに表式としては
「不合理」であるとすることは出来ないであろう。
　ところで，マルクスの表式の第1年度は，表式としては「不適格」ではな
いとしても，第2年度以降とは異なる特異性を示していることは確かであ
る。第1部門において蓄積率が，年々50％と一定に想定されているにもかか
わらず，第2部門においては第1年度では2Q％であり，第2年度では30％と
なっているのであり，第2部門の蓄積率が一定になるのは，第2年度以降の
ことである。長岡氏は，この第2部門蓄積率においてのみ生じている第1年
度から第2年度にかけての変動をもって，表式としての「不合理性」を主張
（ll）長岡豊「拡大再生産の均衡条件」　r経済学論叢』　（福岡大学）工2－1，35ページ。
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されたのである。
　がが，かかる変動それ自体は決して表式としての「不合理性」を意味する
ものではないが，それが何を意味するものであり，如何なる理由によって惹
起されるのかという問題は，それ自体として検討を要することでもある。
　まず，具体的に問題をみてみよう。
　第1年度
　　工）4000C＋ユOOOV＋1000M＝6000
　　g）　lsooc＋　7sov＋　7soM＝3000
　　　aia）＝50／06，　a2q）＝2096，　ha）＝＝2：
　第2年度
　　1）4400C＋1ユOOV＋1100M＝6600
　　1）　1600C＋　800V＋　800M＝一3200
　　　ai（2）　＝＝　50　96　，　a2（2）　＝＝　30　／06　，　h（　2）　＝　33／16
　第3年度
　　工）4840C＋ユ2ユOV＋1210M＝7260
　　皿）1760C＋880V＋880M　・一　3520
　　　al（3）＝＝50cro，　a2（3）＝30％，　h（3）＝33／16
　上記の式において，第2年度の部門構成比率は33／16であり，第1年度の
　　　　　　　　　　　s第1部門蓄積率が50％と与えられていることから，第2年度における「一時
的均衡条件」と「動的均衡条件」は，？8）と四より次のようになる。
　（28）にh（2）一33／16を代入して整理すれば
　　22gi（，）＋892（t）：＝3　（32）
　四にgユ（1）一1／loを代入して整理すれば
　　22gi（，）十892（t）＝3　（33）
　（32）と㈱は全く同一の式であるが，そのことは，第2年度において，「一時
的均衡条件」と「動的均衡条件」とは全く同一であるということに他ならな
いのである。更に，第ユ年度において，ha）＝＝2と与えられていることから，
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その時の「一時的均衡条件」は
　　8gi（t）十392（t）＝1　（34）
　然るに，h（1）＝2と与えられるならば，（30＞より91（、＿1）＝％ユを得ることが
出来る。これを（29）に代入して整理すれば
　　8gi（t）十392a）＝1　（ss）
　図と㈲は，全く同一の式であるが，そのことは第1年度においても両条件
が同一であることを意味しているのである。それ故，長岡氏が第1年度にお
いては「一時的均衡条件」のみが充され，　「動的均衡条件」が充されないと
されたのは誤りであるといえよう。長：岡氏の誤りは，第0年度から第1年度
にかけても第1部門蓄積率が50％であると想定されたことによるものであ
る。しかし，第1年度の部門構成比率h（1）一2が達成されるためには，第1
部門の蓄積率は50％ではなく45．5％でなければならないのであり，それ故，
成長率も駈。ではなく1／11でなければならないのである。
　かくて，マルクスの表式の第！年度において特異にみることの出来る両部
門成長率の不均等性，或は，第2部門蓄積率の変動という現象は，第1部門
蓄積率が第O年度から第1年度にかけて45．5％から50％へと変動したことが
第2部門蓄積率においては，一期遅れて第1年度から第2年度にかけて20％
から30％への変動として現れたものといえよう。第1部門蓄積率が変動した
ことの結果として，第1年度において両部門成長率の不均等性が惹起された
のであって，それは決して「特異性」と名付けられるようなことではない。
　以上の点を一般的な関連において確認しておこう。（29＞より，第2部門の成
長率は次のように表現することができる。
　　　　　1一　x　i（1　十gi（t））　　　　　　　　　　　　　（！十gi（ta））一1　（36）　　g2（t）　＝　　　　　1一　x　i（1　十　gi（t－i））
　儒）において，g1（t）＝＝　g1（t＿1）であれば，　g1（t）；g2（t）となる。即ち，　t－1期と
t期において，第1部門の成長率が等しければ，t期においては両部門の成
長率の均等性が達成されるということである。マルクスの表式では，この関
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辿は第2年度以降に妥当するのである。然るに，91（ゆ≒91（t＿1）であれば9エ（t）
キ9（2・）となる。即ち，t・一　1期とt期において，第1部門成長率が同一でな
ければ，t期においては両部門成長率の均等性が達成されえないということ
である。マルクスの表式の第1年度はこのケースに他ならないのである。
　ところで，第1年度から両部門の成長率が均等になるような再生産表式は
作成が可能である。それはマクルスの表式においては第2年度と同一の部門
構成比を持てば良いのであるが，次のようになる。
　　工）4000C＋1000V＋ユ000M＝6000
　　1．）　1454C＋　727V＋　727M＝2908
　ここにおいて，a1－50％，　a2　一一　30％（正確には21％27）であれば，蓄積配
置は
　　工）4000C＋1000V＋500MK＋400M二＋ユ00Mv
　　ll）　1454C＋　727V＋508MK＋146Mc＋　73Mv
　かくて，第2年度の出発表式は
　　1）　4400C＋1100V＋1100M＝6600
　　1）　1600C＋　800V＋　800M＝＝　3200
　これはマルクスの表式において第1年度の第1部門の蓄積率を50％，第
2部門の蓄積率を20％としたときの結果と全く同一のものである。このこと
は，第1年度において一定の限界内においてではあるが，第2部門の大きさ
が任意に設定されたとしても，第ユ部門蓄積率が一定に糸雄持されるならば，
第2年度以降における再生産構造は同一になるということを意味しているの
である。そこにおいては，第2部門の蓄積率がその調整的役割を演じている
のであるが，そこに第1部門蓄積率が拡大再生産過程を主導する基本的契機
であることの具体的表現をみることが出来るといえよう。
　高須賀氏もマルクスの表式における第1年度の両部門成長率の不均等性を
問題にされているが，氏は次のように述べておられる。
　まず，㈱と同一の式を提示したうえで，そこから次のように帰結されてい
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る。　「ここでt期を表式の初年度とおけば，初年度の第2部門の成長率は，
当年度の第ユ部門の成長率だけでなく，その前年度の表式では初期条件の中
にimplicitに含められている前年度の第工部門の成長率によっても規定され
る。そしてこの大きさは，前年度の拡大罵生産の自由度の範囲内で如何なる
値でも取りえたのであるから，その影響をうけて，拡大再生産の第1年度の
第2部門の成長率は，第1部門では規則的成長率が実現されていても，それ
と同じになる保障はない。これが，マルクスの拡大再生産表式の第1年度だ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユ　うけにみられた両部門の成長率不等の原因である。」
　マルクスの表式の第1年度における両部門成長率の不均等性は，第1部門
蓄積率が第O年度と第1年度とにおいて変動している結果として惹起された
ものであるが，高須賀氏は，この第1部門蓄積率の変動との関連において，
その第1年度の「特異性」を問題にされていないので，その説明は明解さを
欠くものになっているといえよう。
　最後に，以上の問題を第1部門を細分割した場合について検討しておこ
う。第1部門を細分割した場合の一般的表現は次のようになる。
　　　　　　　　　しヘユ　　XIA（t）＝XIA（1）・∬（1＋91A（k））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）
　　　　　　　　　k＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こへ　　　　y1A（1＋m－r1A・9m（し＿D）XIA（D・∬（1＋91A（k））　　　　（38）　　X］．B（し）・＝
　　　　　　　C　113　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し　ヨ　　　 ylA（1＋m－rl。・91A，、．，））X1△（、）・ll（1＋91A（、））　（39）　　X2（t）＝・・：
　　　　　X2●」じ1B　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k＝i
　この場合には，（39）から明らかなように第IA部門蓄積率の変動は，第2部門
においては二期遅れて現象することになるのである。即ち，第IA部門蓄積率
が規則的に維持されたことの結果は，第2部門においては，第3年度以降に
おいて現象するということであり，第lA部門蓄積率が第1年度から一定に維
持されたとしても，第1年度と第2年度においては成長率の不均等性が惹起
されるということである。以上の点を具体的な表式おいて確認しておこう。
（12）高須賀義博『再生産表式分析』l14ページ，新評論，1968年。
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（X］Aを第1部門用生産手段生産部門，XIBを第2部門用生産手段生産部門
とする。）
　まず，出発表式を次のようにおく。
　　XエA＝2880C＋720V＋720M＝4320
　　XユB＝1120C＋280V＋280M＝1680
　　×2　＝＝1500C＋750V＋750MF3000
蓄積配置図
　　XiAc，）　＝　2880C＋　720V　一一F　360M，〈　＋　288Mc　＋　72M．
　　X，．c，）＝1120C＋280V＋240M，，＋　32M，＋　8M．
　　X2（i）　＝＝1500C＋750V＋480M．＋180M，＋90M．
　　但しa1A（1）＝50％，　a1B（1）＝　14．2％，　a2（1）一36％
第2年度
　　XiA（2）　＝＝　31　68C　＋　792V　＋　792M　＝　4752
XiB（2）　＝1152C＋288V＋288M＝pa　1　7bZ　g
　　X2（2）　一1680C＋840V＋840M＝3360
蓄積配置図
　　XユA（2）＝3ユ68C＋792V＋397MK＋316Mc＋79Mv
　　XiB（2）＝1！52C＋288V＋143M，，＋116Mc＋29M．
　　X2（2）　＝1680C＋840V＋747Mi，＋　62Mc＋31Mv
　　但し，a1A（2）＝50％，　a1B（2）幸50％，　a2（2）牛11％
第3年度
　　XiA（3）一3484C＋871V＋871M＝一5226
　　XiB（3）　＝＝　1268C　＋　317V　＋　317M　＝　：　1902
　　×2（3）　＝1742C＋871V＋871M＝3484
蓄積配置図
　XiA（3）＝＝3484C＋871V＋436M，〈＋34BMc＋87M．
　　XiB（3）　＝＝　1268C　＋　317V　＋　159Mi〈　＋　126Mc　＋　32Mv
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　　X，（，）＝1742C＋871V＋631M，，＋160M，＋80M．
　　但し，aユA（3）；50％，　alB（3）＝50％，　a2（3）＝一　27．49i／
　第4年度
　　XiA（4）一3832C＋958V＋958M＝＝5748
　　XiB（4）＝1394C＋349V＋349M＝2092
　　×2（4）　一1902C＋951V＋951M－3804・
　蓄積配置図
　　XiA（4）　一一　3832C　＋　958V　＋　478Mi〈　＋　384Mc　＋　96Mv
　　XiB（4）　＝＝　1394C　＋　349V　＋　176M，，　＋　138M，　＋　35M，
　　X2（，）　＝　1902C　・＋　951V　＋　660M，，　＋　190M，　＋　95M．
　　但し，a1A（4）＝50％，　a1B（4）＝50％，　a2（4）÷30％
　ここで，第3年度の第2部門の蓄積率a2（3）については若干のコメントが
必要である。それは本来，30％であるべきものであるが，第IB部門の第2
年度から第3年度にかけての増大率が，かならずしも10％ではなくそれより
低いので，その低い増大率の結果として，第3年度の第2部門の蓄積率が30
％より低くなったのである。それ故，理論的には，第3年度から第2部門の
蓄積率が30％になるものとされねばならないのである。かくて，上記の具体
的な例の場合には，第1A部門蓄積率が年々50％と一定に維持された場合，
第1B部門は第2年度から50％と一定になり，第2部門は第3年度から30％
と一定になるのであり，第3年度以降においてはじめて各部門の均等成長率
が達成されることになる。
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